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本稿の目的は、都市で働くフルタイムの雇用者の職場関係がどのような要因によって形
成され、その規模に差異が生じるのかを明らかにすることにある。
分析対象は、東京都文京区、向調布市、福岡県福岡市中央区、同西区、新潟県新潟市、
静岡県富士市、島根県松江市に住む20歳から75歳までの男女のうち、事務職、販売職、サー
ピス職、生産工程職、保安職、部長以下の管理職として就業するフルタイムの雇用者284
名である。まず、フルタイム雇用者がとり結ぶ職場関係を分析した後、職場関係を「つき
あい」関係と職場の友人関係に分けてさらに分析を進めた。
その結果、フルタイム雇用者の職場関係に影響を与える要因としては、企業規模、配偶
者有無、教育年数があり、勤続年数は官公庁勤務者を分析から除外した場合、有意な影響
があった。「つきあい」関係と職場の友人関係とでは、その規模に影響を与える要因が異
なっていた。前者は企業規模だけに影響を受けるのに対して、後者は企業規模、配偶者有
無、教育年数、勤続年数の影響を受けることが明らかになった。
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1.問題の所在と関心
本稿は都市で働くフルタイム雇用者の職場関係
を明らかにすることを目的としている。都市には
多くの結節機関が存在し、多くの人々がその結節
機関をめざして集まってくる。そして、その結節
機関を職場として働く人々も多数いる(鈴木、
ら(鈴木、向上書)、その職場を契機としてとり
結ぼれる人間関係である職場関係が都市生活の中
で重要で、あることはあらためて述べるまでもない
だろう。
1957)。職場は、世帯、学校と並んで、「都市にお
ける社会生活の基礎的構造をなすものであるjか
-東京都立大学大学院社会科学研究科(博士課程)
さて、都市住民の職場関係に関する先行研究か
らは、大都市居住の男性で、特にホワイトカラー
はそのパーソナルネットワークが職場・出身学校
中心になっている、都市の規模にかかわりなく女
性より男性の方が職場関係をネットワークの中心
に据えている、既婚者より未婚者の方が、また、
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低所得者より高所得者の方が職場関係が多い、な
どのファインデイングスが紹介されている(松本、
1995 :三浦、 1995:大谷、 1995)。これらは日本
における調査に基づいているが、外国ではフイツ
シャーが1977年にカリフォルニアで調査を行なっ
て職場関係についても分析している (Fischer，
C.S. ，1982)。フィッシャーは、都市の規模と職
場関係との関連を検討したが、明確なパターンは
見出せなかったとする。また、職場関係に影響を
与える要因として勤続年数、勤務時間、時間外労
働、転職をあげている。そしてフルタイムの労働
者は臨時雇用の労働者の約 2倍の職場関係があっ
たとする。
本稿では、都市住民の中でも有職者、特にフル
タイムの雇用者に焦点をおいて、これらの先行研
究と同様に諸属性が関係性に与える影響を検討し
ながら、フルタイムの雇用者という従業上の地位
が関係性に与える要因を分析していく。
フルタイムの雇用者は全従業者の 7割以上とい
う圧倒的多数を占めているが(r事業所統計(平
成3年版)j)、「フルタイムの雇用者」と一括りに
しても実際には、その職種は多岐にわたっていて、
専門的技術や資格を有する看護婦や学校教師のよ
うな専門職から、そのような専門的技術や資格を
もたない事務職や現業職まで含まれている。後者
は、フイツシャーが r平均的な」九時~五時の
労働者」と呼び (Fischer，C.S.，1984)、そして日
本では広義に「サラリーマン」と呼ばれている人々
である1)。この「サラリーマン」の職場関係は、
本来、職務の遂行を目的とした企業体成員間の関
係であり、企業目的を最高の効率で達成するため
に分業化された役割を割り与えられ、配置された
成員間の関係である。個々の成員は役職地位に序
列づけられていて、下位者(部下)は上位者(上
司)の職務上の命令に従うことが義務づけられて
いる。この地位と役割の分業に基づくインパーソ
ナルな関係が職場関係のフォーマルな側面である。
このフォーマルな意味での職場関係は、本人の意
向で選択できない、いわゆる「選べない縁」であ
る(上野、 1987)0 rサラリーマン」の世界では、
よく、「上司と部下は選べないj と言われる。ひ
とたび、配属されたら、個人的な好き嫌いがあっ
てもなくても、一緒に仕事をしなければならない
し、関係を維持しなければならない性質があるか
らである。これは上司ー部下関係だけでなく、同
僚の聞でも同様で、ある。
しかし、職場関係には「選べる縁」もある。そ
れは、職場が同じであることを契機として、ある
いは、一緒に仕事したことを契機として、形成さ
れる友人関係である。それは、個人が「選べない
縁」の中から選びとる関係である。仕事という文
脈から離れてもなお維持される点で、フォーマル
な職場関係と異なっている。この職場の友人関係
の形成・維持は、もちろん、就業規則に規定され
ているわけでもないし、上司の命令によるもので
もない。それはまったく個人的なものであり、イ
ンフォーマルなものである。先行研究が「職場関
係」として分析の対象にしているのは、このイン
フォーマルな職場関係である。そして、本稿もま
た、職場関係のこのインフォーマルな側面を分析
していく(以後、特に断わりのない限り、職場関
係という用語は、このインフォーマルな職場関係
を指すものとする)。
上述したように、「フルタイムの雇用者」の職
種は多岐にわたっているが、本稿での分析対象は、
その中でも、特に、「サラリーマン」と呼ばれる
ような事務職や現業職に限定するつもりである。
多くの場合、「サラリーマン」の培ってきたキャ
リアや技術は勤め先の企業の中でのみ有効で、あり、
ひとたび、その企業を離れれば、もはや制面を失っ
てしまう。このことと、上野が指摘したような、
収入源を失うことや、携わってきた仕事への責任
感、構築してきた人間関係などの理由によって、
「企業はいったん入るとなかなか降りられないと
いう拘束性をもっている。J(上野、向上書)。そ
のような状況のもとで形成・維持される「サラリー
マン」の職場関係は、勤め先以外でも有効な(つ
まり、転職が「サラリーマンjより容易な)専門
的技術や資格を持っている専門職とは異なったも
のになると考えられる。それゆえ、本稿での分析
対象を限定するのである。なお、「サラリーマン」
という言葉は多義的であり、誤解や違和感をうむ
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可能性もあるので、本稿では「フルタイム雇用者」
と呼ぶことにする。
フルタイム雇用者の職業的地位の多様性は職種
だけではない。たとえば、同じ事務職であっても、
大企業や官公庁と中小・零細企業のどちらに勤務
しているかでは、世間の評価はまったく異なって
いる。勤め先の企業規模が一つの職業的地位なの
である。また、フルタイムの雇用者によっては、
役職があったりなかったり、勤続年数が長かった
り、その点でも多様である。
このようなさまざまな職業的地位の相違が職場
関係の形成や人数の多少にどのような影響を及ぼ
すか、それが本稿のテーマである。
2.分析枠組み
分析に用いたデータは、 1995年から1997年にか
けて東京都文京区、向調布市、福岡県福岡市中央
区、同西区、新潟県新潟市、静岡県富士市、島根
県松江市に住む20歳から75歳までの男女に対して
行なった「都市度とパーソナルネットワークに関
する調査」のデータである。総抽出標本数は
2，100であり、有効回収標本数は1，004、回収率は
47.8%であった。その中で本稿の分析で用いるサ
ンプルは、フルタイム雇用者の284ケースである。
そして、必要に応じてパート・臨時雇用者も分析
に加える。
分析の手順としては、まずフルタイム雇用者の
職業的地位の違いによる職場関係の量的な差異を
検討する。ここでの職場関係は、質問票において
「現在の職場・仕事関係にある友人Jとそれ以外
で「日頃から親しくしている職場・仕事関係」を
合計したものである。後者は、「いないJ/ r 1
~3 人J/r4~6 人J/r7~9 人J / rlO人
以上」とカテゴリーで人数を質問しているが、分
析では、それぞれを O、2、5、8、10という量
的変数にしている。職業に関連する独立変数とし
て、企業規模、職業区分、役職の有無、勤続年数
を設定する。この中で、企業規模は従業員数が2
-29人を小企業、 30~299人を中企業、 300人以上
を大企業とし、さらに、官公庁・公社・公団を大
企業とは別にして計4区分とした。次に、職業区
分は、事務的職業と部長以下の管理職、および販
売職の一部をホワイトカラーとし、サービス職、
保安職、生産工程従事者、および販売職の一部を
ブルーカラーとして区分した。従来の階層研究な
どでは、販売職をすべてホワイトカラーとしてい
るが、本稿はネットワークの分析を目的としてい
るので、そのような区分にはこだわらず、むしろ、
小規模な小売庖の庖員のような現業職的色あいの
強いケースは、工場の生産現場で働く生産工程従
事者と同じように、最も狭い意味での「職場」を
越えて関係を形成することが少ないであろうと推
測され、したがって、そのような観点から小規模
な小売商の庖員はブルーカラーに分類した。質問
票には具体的な職業を記入してもらう欄があり、
そこに記入された職業と、企業規模、学歴などの
基本属性から、ホワイトカラーとブルーカラーの
どちらに分類するかを判断した。その結果、本稿
での分析対象である販売職のうち、ホワイトカラー
は9ケース、ブルーカラーは23ケースとなった。
役職の有無は役職が有るか無いかの2区分とした。
勤続年数は特にカテゴリーに区分せず、そのまま
連続変数として使用した。
次に、職場関係の内容をより深く分析するため
に、「職場関係の友人」と「友人以外で日頃から
親しくしている職場関係の人」それぞれの規模に
ついて検討する。それによって、職場関係を友人
関係に発展させている要因、および、日常的な関
係にとどめている要因を考察していく。
なお、学歴は教育年数に変換して分析すること
にする。質問票での最終学歴の回答が旧制小学校
の者は7年とし、以下同様に、旧制中学校=11年、
旧制高校=14年、旧制大学=17年、新制中学校二
9年、新制高校=12年、新制短大・高専=14年、
新制大学=16年、医学部・大学院=18年とした。
3.フルタイム雇用者の職場関係
3. 1 職場関係の規模
まず、フルタイム雇用者の職場関係の量的な差
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異の分析から始める。表1は、企業規模、職業区
分、役職有無による職場関係の平均人数を示して
いる。ここでの平均人数は、その分布に偏りが見
られたので、実数に 1を加えた数を対数変換した
数値を用いている。
表 1 フルタイム雇用者の職業的地位別、
属性別職場関係数
平均数 N 
全体 1.80 284 
企業規模 小企業 1.51 46 *事事
中企業 1.83 126 
大企業 2.00 86 
官公庁 1.49 26 
職業区分 ホワイトカラ』 1.77 171 
7トカト 1.85 113 
役職有無 あり 1.83 115 
なし 1.78 168 
性別 男性 1.84 186 
女性 1.73 98 
配偶者有無 既婚 1.77 184 
離死別 1.64 26 
未婚 1.92 73 
※ 平均数は実数+1を対数変換した数値
来事申事;ぃ.001
有意な差が見られたのは、企業規模の違いによ
る値:のみであり、ホワイトカラーカミブルーカラー
か、あるいは、役職についているかどうかという
職業的地位の相違によって職場関係の規模につい
て有意な差は見られなかった。企業規模に関して
は、大企業のフルタイム雇用者の職場関係が最も
大きく、以下、中企業、小企業、官公庁となって
いる。
次に、基本属性の影響をコントロールしでも企
業規模と職場関係が量的に関連が見られるかを分
散分析を用いて検討する。独立変数として上記の
職業的地位の他に、性別と配偶者有無という基本
属性を加えて、また、共変量として、勤続年数は
職場関係の規模との相闘が見られたことから、ま
た、教育年数は有意な相聞が見られなかったもの
の(表2)、先行研究(フルタイム雇用者に限定
してないが)では学歴との関連が指摘されている
ことから、勤続年数と教育年数を投入して、分散
分析 (ANOVA)を行なった。
表2 職場関係と年齢、勤続年数、教育年数の相関
※ホ;p<.05 
その結果、職場関係の規模に対して有意な主効
果を示したのは、企業規模、配偶者有無、そして
教育年数であった(表3)。ここでは変数聞に有
意な交互作用効果が見られなかったので、多重分
類分析 (MCA)によって独立変数の影響を分析
した(表4)。調整後偏差を見ると、企業規模に
ついては、大企業のフルタイム雇用者が最も多く、
中企業、小企業、官公庁の順に変わりはなく、結
局、フルタイム雇用者については他の独立変数の
値に関係なく企業規模が職場関係の規模に影響を
与えることが明らかになった。配偶者有無につい
ては、既婚者より未婚者のほうが職場関係の規模
が大きい。これは先行研究の指摘と一致するもの
である。教育年数については、その回帰係数がマ
イナスであるので、教育年数が短いほど職場関係
の規模が大きくなる、言い換えれば、学歴が低い
方が職場関係の規模は多くなっている。そして、
性別という基本属性、および、ホワイトカラーか
表3 職場関係の要因分析(ANOVA)
職場関係 (F値)
企業規模 5.49 *** 職業区分 0.01 
役職有無 0.16 
性別 0.94 
配偶者有無 3.56 * 企業規模×職業区分 0.59 
企業規模×役職有無 0.77 
企業規模×性別 0.20 
企業規模×配偶者有無 0.63 
職業区分×役職有無 0.29 
職業区分×性別 3.65 
職業区分×配偶者有無 0.25 
役職有無×性別 0.93 
役職有無×配偶者有無 0.61 
性別×配偶者有無 0.11 
勤続年数 2.83 (+ ) 
|教育年数 ..5.A2. * (-) I 
※*ホ*; p<.001 *; pι05 
※ (+) (ー)は共変量の非標準化回帰係数の向き
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ブルーカラーかという職業区分、役職の有無とい
う職業的地位、勤続年数は、職場関係の規模に対
して有意な影響を与えない結果になった。
表4 職場関係を従属変数とする多重分類分析
総平均 1.80 
独立変数 N 調整前偏差相関比調整後偏差偏相関比
企業規模
小企業 46 .29 .ー28
中企業 124 04 .05 
大企業 86 20 .18 
官公庁 26 31 ー34
.24 24* * * 
職業区分
ホワイト由ラ』 169 手.04 .0 
プJレーカラー 111 .06 .0 
06 .0 
役聴有無
あり 113 .03 .03 
なし 167 一02 .ー02
03 03 
性別
男性 182 04 04 
女性 98 一.08 07 
07 07 
配偶者有無
既婚 183 一.03 ー.08
離死EU 25 一.18 .08 
未婚 72 .1 23 
1 .17* 
重相関係数 335 * * * 
業*寧*; p，.OOl 噂;pι05 
以上の分析結果を、変数ごとに考察してみるこ
とにする。まず、勤続年数に関して、先行研究で
は勤続年数が長いほうが職場関係の規模は大きく
なることが報告されている。それにもかかわらず、
この分析においては有意な関連が見られなかった。
そこで、企業規模による勤続年数の平均の差を見
てみると、官公庁勤務者が最も長く、以下、大企
業勤務者、中企業勤務者、小企業勤務者の順になっ
ている(表5)。この結果から、官公庁勤務者の
勤続年数の平均が他のカテゴリーに比べて有意に
長いにもかかわらず、職場関係の規模が最も小さ
いことが、この分析において勤続年数の主効果が
職場関係の規模に有意に影響を与えないひとつの
表5 企業規模別勤続年数、教育年数、年齢の平均値
勤続年数(Std.) 教育年数(Std.) 年 轍Std.)
小企業 11.39 (9.30) 12.07 (2.15) 45.67 (10.98) 
中企業 11.76 (9.43) 13.08 (2.49) 42.72 (12.04) 
大企業 16.17 (11.14) 13.26 (2.52) 41.44 (11.54) 
官公庁 20.27 (11.02) 13.15 (2.22) 45.81 (10.30) 
全平均 13.82 (10.11) 12.98 (2.43) 43.10 (11.58) 
F検定 *場* * n.s 
※**本;p<.OOl 事;p<.05 
要因になっていると考えられる。そこで、官公庁
勤務者を分析から除外して分散分析を行なったと
ころ、勤続年数の職場関係の規模に対する影響は
有意なものとなった(表6)。民間企業勤務者に
限定すれば、勤続年数は職場関係の規模に影響を
与えることが明らかになった。
表6 職場関係の要因分析(官公庁勤務者を除く)
職場関係 (F値)
企業規模 5.21 *** I 
職業区分 0.04 
役職有無 0.76 
性別 0.18 
配偶者有無 3.65 * 
企業規模×職業区分 0.16 
企業規模×役職有無 0.47 
企業規模×性別 0.05 
企業規模×配偶者有無 1.72 
職業区分×役職有無 0.04 
職業区分×性別 4.45 * 
職業区分×配偶者有無 0.12 
役職有無×性別 1.14 
役職有無×配偶者有無 0.74 
性別×配偶者有無 0.08 
勤続年数 4.79 * (+) 
教育年数 4.49 * (ー)
※* * * ; p<.OOl *; p<.05 
※ (+) (一)は共変量の非標準化回帰係数の向き
次に、企業規模に関してであるが、フルタイム
雇用者の場合、企業規模が大きいと個人がとり結
ぶ職場関係が大きくなるのはなぜだろうか。同じ
企業の被雇用者であっても、パート労働者の場合、
その職場関係は企業規模によって有意な差異は見
られない(表7)。したがって、どんな従業上の地
位の被雇用者に対しでも企業規模が職場関係の規
模に影響を与えるわけではない。そうであれば、
企業規模が大きいと関係形成の対象者の潜在的ス
トックがより大きい、という理由だけでは説明で
きないことになる。それではフルタイム雇用者に
とっての企業規模と職場関係はどのような意味が
あるのだろうか。
職場関係の中から、日常的なつきあいを超えて
友人として選びとる重要な契機として、同期入社
ということがある。中途入社の場合は必ずしも当
てはまらないが、特に、新卒の場合、年齢が近い
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表7 パートタイム雇用者の企業規模別職場関係数
パ}ト フルタイム
平均数 N 平均数 N 
小企業 0.68 43 1.51 46 
中企業 0.66 57 1.83 126 
大企業 0.82 24 2.00 86 
官公庁 0.81 13 1.49 26 
全平均 0.71 137 1.80 284 
F検定 n.s *** 
※ 平均数は実数+1を対数変換した数値
※*本*; p<.OOl 
ことも重なって、友人関係を形成しやすい。年齢
が近くても、入社年次が1年でも違えば、先輩後
輩関係になり、同期入社ほどは友人関係になりに
くいのである(時聞が経ってっきあいが深まれば
友人関係として認識しあうようになるかもしれな
いが)。そして、このような同期入社が多いのが
大企業のフルタイム雇用者である。今回の調査で
は、同期入社の友人がどれくらいいるかは質問し
てないので検証をすることはできないが、大企業
のフルタイム雇用者は同期入社が多いので、友人
関係を形成する機会が増える。それゆえ、彼らの
職場関係がより大きくなる要因の一つになるもの
と考えられるだろう。
配偶者有無については、既婚者より未婚(独身)
者のほうが職場関係が大きいという結果は先行研
究の結果と一致するものである。この要因として
は、独身者は、家族をもっ既婚者と比較して終業
後や休日の過ごし方に融通が利くので、職場の同
僚と交際する時間を既婚者より多くもてることが
あげられる。したがって、次節で検討することに
なるが、配偶者有無については、職場関係の中で
も「つきあい」関係より友人関係において、差異
が大きいと予測される。
教育年数については、それが短いほど職場関係
の規模は大きくなる、言い換えれば、学歴が低い
方が職場関係の規模は多くなっている。ここでは
勤続年数をコントロールしているので、学歴が低
いと勤続年数が長くて関係形成の機会が増加する
ため職場関係の規模が大きくなるという説明は成
立しない。さらに、年齢を投入しでも教育年数の
効果は有意のままで変わらなかったので、中途入
社か新卒入社かという違いによる説明も成立しな
い。勤続年数と教育年数が同じで、年齢が異なる
というのは、学歴は同じだが入社した時の年齢が
異なるという意味である。新卒入社は、たいてい、
同期入社が何人かいるものであり、そこから友人
関係を形成する機会をもてる一方、中途入社には
それがないので、職場関係の規模について中途入
社は新卒入社より小さくなると考えられるのであ
る。それでは、結局、教育年数が職場関係の規模
に対してマイナスの効果をもっ理由は何であろう
か。表8で見られるとおり、学歴の違いによる友
人総数の差異はないにもかかわらず、学校でとり
結んだ友人関係に差があるのであれば、教育年数
が短い者は他に友人関係の形成の場があるはずで
ある。その場が職場であるとは十分考えられるこ
とである。
表B 学歴別友人総数、学校友人数
高校卒業程度
短大・大学卒業程度
全体
※ 平均数は実数+1を対数変換した数値
※本*事;p<.OOl 
以上、説明変数ごとに職場関係の規模について
考察してきた。ここまでを振り返ると、説明変数
によっては、職場関係の中でも、「職場の友人J
に対してと「友人以外で日頃から親しくしている
職場関係の人Jに対してとでは、その関係形成に
影響を与える要因が異なるのではないかと考えら
れる。そこで、次節では、「職場の友人」と「友
人以外で日頃から親しくしている職場関係の人」
とを分けて分析を進めていく。
3. 2 職場の友人関係と fつきあいJ関係
フルタイム雇用者が職場でとり結ぶ関係につい
て前節で検討してきたが、本節ではその関係の内
容についてさらに詳しく見ていきたい。質問票で
は、「職場の友人」と「友人以外で日頃親しい職
場の人」とを分けて質問しているので、それぞれ
の関係の規模に対してどのような要因が影響を与
えるかを検討していく。
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前述したように、職場には「選べる縁」と「選
べない縁」の両方が存在している。フルタイム雇
用者の場合、通常、入社後の現場への配属は会社
によって一方的に決められるので、そこで取り結
ぶ職場関係は、当然、「選べない縁」となる。そ
の中から主体的に選択して友人関係を形成するこ
とがあり、それは本調査の質問票での「職場の友
人」に該当する。もうひとつ、職場では、仕事を
円滑に進めるためや職場の雰囲気をこわさないた
めなど、何らかの必要性のために上司、同僚、部
下ととり結ぶ関係がある。渥美冷子は、このよう
な関係を「つきあい」と呼んで、友人関係から区
別した(渥美、 1982)。まったく疎遠ではいられ
ず、一定のつきあいを行ないながら、さりとて、
友人ほど親しくはないような関係は、言わば、
「選ばざるをえない縁jとでも呼べる関係である。
本調査の質問票での「友人以外で日頃親しい職場
の人jが、この「選ばざるをえない縁」を意味す
るとすれば、「つきあい」関係に相当するものと
考えられる。それゆえ、本節では「友人以外で日
頃親しい職場の人」を「つきあい」関係と呼んで
分析することにする。
まず、職場友人数と「つきあい」関係のそれぞ
れに影響を与える要因を分析するために、企業規
十莫、ホワイトカラーかブルーカラーかという職業
区分、役職の有無という職業的地位と、性別、配
偶者有無という基本属性を独立変数として、およ
び、勤続年数と教育年数を共変量として投入して、
分散分析を行なった(表9)。
その結果、「つきあいJ関係について、有意な
主効果を示したのは企業規模のみであったが、職
場友人数に対しては、企業規模、配偶者有無、勤
続年数、教育年数が有意な主効果を示した。また、
f生別はホワイトカラーかブルーカラーかという職
業区分との 2次の交互作用効果が有意であったの
で、性・職業区分別の職場友人数を見たところ、
男性は職業区分による差はほとんどなかったが、
女性はホワイトカラーでは男性より少ないのに、
ブルーカラーでは男性より多くなっていた。性別
と職業区分とで交互作用が見られたことから、さ
らに、男性と女性に分けて多重分類分析を行なっ
た。その際、男女併せての分析において有意な主
効果が見られた企業規模、配偶者有無を独立変数
として加えて、勤続年数と教育年数を共変量とし
て投入した。男性の場合、企業規模と教育年数の
主効果が有意であり、企業規模については、大企
表9 職場の友人および「つきあいj関係の要因分析(ANOVA)
職場の友人関係 (F値) 「つきあい」関係 (F値)
企業規模 4.96 * 4.40 ** 職業区分 0.06 0.01 
役犠有無 0.84 0.14 
性別 0.12 2.24 
配偶者有無 5.01 * 0.93 企業規模×職業区分 0.98 0.84 
企業規模×役職有無 1.06 1.79 
企業規模×性別j 0.67 1.29 
企業規模×配偶者有無 1.29 1.07 
職業区分×役職有無 0.00 1.44 
職業区分×性別 5.76 * 1.96 職業区分×配偶者有無 0.97 0.86 
役職有無×性別 1.01 1.16 
役職有無×配偶者有無 0.22 1.29 
性別×配偶者有無 0.75 0.06 
勤続年数 4.56 * (+) 0.38 (+) 
教育年数 6.66 * (ー) 2.83 (ー)
※* * ; p<.01 *; pι05 
※ (+) (ー )は共変量の非標準化回帰係数の向き
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業、中企業、官公庁、小企業の順に職場友人数は
多く、教育年数が短いほとミ職場友人数は多かった。
女性の場合、企業規模の有意性は消え、職業区分
と配偶者有無について有意な主効果が見られ、ホ
ワイトカラーよりブルーカラーのほうが、そして
既婚者より未婚者のほうが職場友人数は多かった。
前節で予測したように、職場の友人関係と「つ
きあい」関係とでは、規模の差異に与える要因が
異なる結果になった。それでは、この結果からど
んなことが考えられるのだろうか。「つきあいJ
関係について、企業規模以外に有意な主効果を示
さなかったということは、企業規模が同じであれ
ば、他の職業的地位や基本属性が異なっていても、
その「つきあいJ関係の規模は有意な差異がない
ということを意味する。つまり、極端な例えをす
るなら、同じ会社に勤める勤続20年の中間管理職
の男性と、入社2、3年目のOLの「つきあいj
関係の規模に有意な差異はないのである。しかし、
これは考えられないことではない。上述したよう
に、「つきあい」関係は「選ばざるをえない縁J
であるから、個人の社会的地位にかかわらず、職
場の接触可能な人数だけとり結ぶことになり、し
たがって、その人数が多い職場に勤務していれば、
「つきあい」関係も大きくなるのである。他方、
職場の友人関係は、企業規模だけでなく、配偶者
有無、勤続年数、教育年数が有意な主効果を示し
た。この結果から、職場の友人関係は接触可能な
人数が多いだけでは関係の規模は大きくならない
という点において、「つきあい関係」とは異なる
ことが明らかになった。これは、「つきあい関係J
が「選ばざるをえない縁」であるのに対して、職
場の友人関係は「選べる縁Jであるという違いに
起因すると考えられる。
4.結語
本稿においては、フルタイム雇用者の職場関係
について、その形成に影響を与える要因を分析し
た後、その職場関係が友人関係と「つきあい」関
係に区別されることを考察してきた。主な知見を
整理してみる。第 1に、フルタイム雇用者の職場
関係の規模に影響を与える要因としては、企業規
模、配偶者有無、そして教育年数がある。勤続年
数は、官公庁勤務者を分析から除外した時、その
影響は有意なものとなる。第2に、官公庁勤務者
は勤続年数が職場関係の規模に影響を与えない点
で、民間企業勤務者と異なる。第3に、性別とい
う基本属性、および、ホワイトカラーかブルーカ
ラーかという職業区分、役職の有無という職業的
地位は、フルタイム雇用者の職場関係の規模に対
して有意な影響を与えない。第4に、職場関係は
友人関係と「つきあい」関係とに区別され、その
規模に影響を与える要因は異なる。第5に、職場
の友人関係の規模に影響を与える要因は企業規模、
配偶者有無、勤続年数、教育年数である。最後に、
「つきあいJ関係の規模に影響を与える要因は企
業規模だけである。
職場関係は、仕事や職業という文脈において形
成される。まったく純粋に業務上だけの関係もあ
り、それはフォーマルな職場関係である。職場の
友人関係はそうした文脈から離脱しでもなお維持
される親密な関係である。職場関係は前者のフォー
マルな関係と、後者のインフォーマルな関係とに
二分されるだけでなく、その聞に「つきあいJ関
係がある。「つきあい」関係は職場という文脈か
ら離れることはないという意味で友人関係と大き
く異なっている。ただ、どちらの関係量も社会経
済的地位や履歴などが構造的機会/制約となって
規定されるのである。
本稿での分析は、職場関係の量的側面に限定さ
れるものであった。その質的側面を明らかにする
インテンシヴな調査が今後行なわれるとすれば、
このテーマに関する分析はより深いものとなるだ
ろう。
将来、在宅勤務の増加や終身雇用制の見直しな
どによって、フルタイム雇用者と企業との関係が
変化するならば、職場関係もまた現在の在り様で
はいられず、今後とも分析の継続が必要とされる。
注
1) rサラリーマンJは、狭義には、男性の事務職と
管理職のみを指すが、広義には、それらに加えて、
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10 Ljと呼ばれる事務職や管理職の女性と、さ
らには、生産工程職やサービス職まで含めた給与
生活者全体を指すこともある。
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The purpose of this paper is to examine factors affecting the formation of relationship 
among full-time urban workers at their workplaces， and the extents of those relationships. 
Surveys were conducted in seven urban areas including Tokyo and Fukuoka. We obtained data 
on 284 full-time employees-both men and women aged between 20 and 75 holding clerical， sales， 
service， production and security jobs， and lower managerial positions. Their relationships 
with co-workers were divided into “work (tsukiai)-related" and “friendship-related" and ana-
lyzed. 
Factors found to have significant influence on the nature and size of the relationship included 
the firm's size and the marital status and educationallevel of the workers. Seniority was found 
to have an affect only for those working in private companies. The size of the work-related re-
lationship was affected only by the firm's size， whereas the friendship-related network was de-
termined by the firm size and employee's marital status， seniority and educationallevel. 
